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○

特定同族会社の小宅減の割合に要注意

Q:自分の会社に土地の貸付けを行ってい

たオーナーが死亡した場合、適用される小規

模宅地の特例が改正で変わったそうですが、

詳しく教えてください。

A:6年度改正により相続税の課税の特例

である小規模宅地特例制度（一定の要件を満

たす場合、20(Wまでの部分については一定の

減額が認められる制度のこと）が大幅に改正

されています。
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その中でも、「特定同族会社事業用宅地」 特定同族会社の80％減額判定チャート

の規定の取り扱いには注意が必要です。

この規定は、被相続人が自分の会社（発行

済み株式又は出資金額の50％以上所有）の事

業のために土地を貸し付けていた場合、その

土地の評価をする際、一定の要件を充たす限

り、80%の減額割合が適用されるというも

のです。

右のフローチャートで解かるように、「相

当の対価」を収受していない使用貸借の宅地

については、何の減額も適用されないことに

なります。

｢相当の対価」とは、常識的に通常収受さ

れる金額になるでしょう。同族会社というこ

とで通常より¥0%程度安く貸していても問題

はないでしょうが、やはり第三者に貸す場合

の算定方法や、近辺の貸付け状況を調べるな

ど、合理的な算定による金額が必要とされる

でしょう 0

｢相当の対価」を収受して初めて評価減特

例の対象となり、50％か80％減額の「特定同

族会社事業用宅地」の判定ができるのです。

その土地は、
被相続人等の
経営している
会社に貸し付
けられている
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地代として
｢相当の対価」
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その会社は、
不動産貸付業
や駐車場業を
営んでいる
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その宅地を取得した人が数人
の親族で、相続税の申告期限
においてその会社の役員である

IYES

その親族がその宅地を相続税
の申告期限まで有し、事業の
用に供している
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